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研究成果の概要（和文）：本研究では都道府県別に，間伐の面積や搬出材積を予測するモデルを開発した。搬出
材積については，径級別・材長別に生産量を算定し，用材・燃料材といった用途別の配分を考慮した。そして開
発したモデルを用いて，2020年国産材生産目標3,200万m3の達成可能性を検討するため，「すう勢」，「主伐重
視」，「間伐重視」の3つのシナリオに従い，2020年までの間伐材生産量の予測を行った。結果として，2020年
の生産目標は，いずれのシナリオでも達成できる見込みであり，直近の生産目標を達成する上では，現状の間伐
傾向で問題ないことが示唆された。また各県にて，間伐材積の2－3割が燃料材に配分されることが明らかになっ
た。

研究成果の概要（英文）：We developed thinning volume calculation model considering cascade use at 
prefecture level. We also conducted simulations to predict commercial thinning volumes based on 3 
scenarios of "business as usual", "promoting final cutting" and "promoting thinning" to check 
whether the domestic timber production goal of 32 million m3 in 2020 is achievable or not. As a 
result, all 3 scenarios are going to achieve the production goal in terms of thinning and imply that
 there is no problem to proceed current thinning trends (i.e. "business as usual" scenario) to 
achieve the goal in 2020. In addition, it is found that about 20-30 % of total commercial thinning 
volume are distributed to fuel woods for energy uses in common prefectures.

研究分野： 森林計画学

キーワード： 間伐　都道府県　搬出　燃料材

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
研究成果のアウトリーチとして，用途別（用材・燃料材）間伐材生産量の予測結果や，2020年国産材生産量3,
200万m3の達成可能性（シミュレーションの結果，直近の生産目標を達成する上では，現状の間伐傾向で問題な
いことが示唆された）を，学会，シンポジウム等を通じて，公表することにより，国，地方自治体，民間事業者
といった様々なレベルにおけるバイオマス発電所／ボイラーの設置計画や燃料材の調達見通しに関する施策・事
業計画の意志決定に寄与する。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９、ＣＫ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

2012 年の再生可能エネルギー固定価格買い取り制度の施行以降，森林資源を活用したエネル
ギー源として，木質バイオマスによる発電や熱利用が注目され，全国で推定 2,000 万 m3 ある
とされる未利用間伐材の搬出利用が活発化している。またわが国は，2016 年の「森林・林業基
本計画」において，2020 年の国産材生産量として 3,200 万 m3を目標に掲げており，そのうち
間伐材生産量は 2－3 割にあたる，640―960 万 m3をも占めると見込まれることから①，こうし
た間伐材生産を叶えるには，製材用の間伐材のみならず，パルプチップ用の低品質もしくは小
径の未利用間伐材の利用拡大が必須とされている。 
以上のように，間伐を巡るここ数年来の動向から，間伐の実施面積や用途別の精緻な利用量

を全国レベルで予測するモデルの開発が求められている。これまでにも木質バイオマスの供給
予測の一環として，間伐材生産量を予測するモデルは見られたが，それらは特定地域のみを対
象に実際の生産量を予測したものや②,③，全国レベルであってもポテンシャルとしての最大利用
可能量のみを算定したものであった④,⑤。 
 
２．研究の目的 
 以上より，本研究では，全国レベルで都道府県別に間伐面積や搬出間伐量を予測するモデル
を開発する。とくに搬出間伐量については，径級別に最適な採材方法を考慮して，用材（製材・
合板・パルプチップ），燃料材といった用途別の生産量を予測する。また間伐に関する，伐採，
搬出傾向の変動を想定したシミュレーションを行い，都道府県別に 2020 年および 2032 年（再
生可能エネルギー固定価格買取制度の買取期間 20 年が終了する最初の年）までの間伐量の推
移を予測する。そして全国レベルでの 2020 年国産材生産目標の達成可能性，達成にあたりキ
ーとなる県の有無，2032 年時の燃料材供給可能性等を考察する。 
既存のモデルに対し，本研究では全国レベルで都道府県別に実現性の高い間伐材生産量を予

測する点で新規性がある。 
 
３．研究の方法 
（１）モデルの開発 
資料として，民有人工林を対象に 47都道府県より，間伐面積・材積の情報を，県別，年度別，

齢級別，搬出・伐捨別に可能な範囲で入手，集計した。その結果，26 道府県で，齢級別間伐面
積，搬出率等の詳細な情報を入手することができたが，21都県では，総間伐面積といった必要
最低限の情報しか得られなかった。 
そこで，それら 21都県の齢級別間伐面積，搬出率等の詳細な情報はモデルで推定した。具体

的には，都道府県別に森林・林業に関する社会経済因子（人工林面積，素材生産量，造林補助
金額，林業従事者数・賃金，高性能林業機械の導入台数等）および地理的条件（林道密度，平
均傾斜角，樹種別地位分布等）を説明因子として，クラスター分析，判別分析を行い，間伐面
積を推定し，またロジスティック回帰分析を行い，間伐材搬出率を推定した⑥。こうして先の
26 道府県とあわせて，47都道府県の間伐面積，搬出率を得た。 

さらにシステム収穫表より，地域別・樹種別・地位別の標準収穫表（3,000 本/ha 植栽，収
量比数 0.85 で本数間伐率 30%の下層間伐）に基づき，都道府県別の間伐収
穫表を作成した（図 1）。以上の間伐面積，
間伐材収穫表（における単位面積あたり材
積），間伐材搬出率を順次乗じることによ
り，搬出間伐材積（間伐利用材積）を都道
府県別に求めた。さらに別途，収集した
主要地域別の径級別，材長別素材価格の
データに基づき，径長別の最適採材パタ
ーンを求め，また主要地域別の用材・燃
料材比率のデータに基づき，上記採材パ
ターンにおいて，細く・短い材から順に，
燃料材に割り当てるアルゴリズムにより，
最終的に，都道府県別，用材・燃料材別の
間伐利用材積を求めた。 
（２）シミュレーション 
 シミュレーションの始期は 2012 年（新た
な間伐補助金・直接支払い制度により間伐傾向が変化し
始めた年）として，2020 年，2032 年の間伐利用材積を予測した。予測にあたっては，まず，2012
年から 2020 年，2032 年にかけて，各県の間伐平均齢級がそれぞれ，1齢級，1.5 齢級，増加す
ることとした（過去の間伐データに見られた実証的な傾向）。次に，モデルの主要パラメータで
ある，間伐面積，間伐材搬出率の 2つについて，2012 年（実績値）から 2020 年および 2032 年
にかけての変化の傾向を数パターン設定した。変化の傾向を設定する際には，47 都道府県を，
地形因子・社会経済因子・地理的配置によるクラスタリング結果を加味して 10グループに分類
しグループごとに，パラメータの変化の傾向に幾つかの仮定をおいた「すう勢シナリオ」，「主
伐重視（間伐減少）シナリオ」，「間伐重視シナリオ」である（表 1：倍率は全国平均値。実際

図 1.間伐収穫表 



には，グループ別に重要度の高低に応じて倍率を高低させている）。「すう勢シナリオ」では，
間伐面積は，2020 年に，2012 年比微減とし，2012 年と 2016 年の民有林間伐面積の減少率を加
味して 0.87 倍（2032 年 0.74 倍。これは京都議定書前の 2004 年レベル）とした。搬出率も，
2020 年に，2012 年比微増とし，2012 年と 2016 年の民有林間伐材利用量の増加率を加味して 1.1
倍（2032 年 1.2 倍）とした。「主伐重視（間伐減少）シナリオ」では，間伐面積は，2020 年に，
2012 年比で減少とし，2013 年と 2016 年の民有林間伐面積の減少率を加味して 0.77 倍（2032
年 0.66 倍。これは過去 20年で最小の 1999 年レベル）とした。搬出率は，2020 年に，2012 年
比横ばいとし，2012 年と 2014 年の民有林間伐材利用量の増加率を加味して 1.0 倍（2032 年 1.0
倍）とした。「間伐重視シナリオ」では，間伐面積は，2020 年に，2012 年比で増加とし，2012
年と 2013 年の民有林間伐面積の増加率を加味して 1.1 倍（2032 年 1.2 倍。これは京都議定書
中の 2010 年レベル）とした。搬出率は，2020 年に，2012 年比で微増とし，2012 年と 2016 年
の民有林間伐材利用量の増加率を加味して 1.1 倍（2032 年 1.2 倍）とした。以上の 3つのシナ
リオに従い，都道府県別
の間伐材生産量および
それらの全国合計値が
どのように変化するか
調べた。 
 
４．研究成果 
シミュレーションの始期である 2012 年の間伐面積（実績値）は，民有林の全国計で 368,000ha

であった（図 2）。伐り捨てを含む総間伐面積は，当該県の人工林面積とよく比例するため，そ
れら面積の大きい北海道，長野等で，間伐面積も大きくなった。また同年の間伐材搬出率（実
績値＋モデル推定値）は，20―80%と県によってバラツキが大きかったが，総じて同年の搬出率
は（間伐補助金の直接支払い制度導入前と比して）高く，全国平均で 48%となった（図 3）。そ
して素材換算した間伐利用材積（実績値＋モデル推定値）は民有林の全国計で 521 万 m3となっ
た（図 4）。北海道，秋田，長野，静岡，熊本，大分，宮崎，鹿児島の材積が大きく，これら道
県だけで全国の利用材積のおよそ半分を占めることが分かった。 

表 1.シナリオ設定 

図 2. 2012 年間伐面積 

図 3. 2012 年間伐材搬出率 

図 4. 2012 年間伐利用材



次に，シミュレーション結果として，3つのシナリオによる 2020 年の県別間伐利用材積を示
す（図 5）。県別の材積の大小は概ね 2012 年時と同様であり，いずれの県もシナリオ別の基本
傾向としては，主伐重視＜すう勢＜間伐重視の順に，材積が大きくなった。全国合計値を民国
計への換算値で見ると，2012 年に実績値が 759 万 m3であったのに対し，2020 年の「主伐重視」
は 716 万 m3，「すう勢」は 818 万 m3，「間伐重視」は 974 万 m3となった。2020 年のシナリオ別
見通しとしては，2012 年比で，「主伐重視」は微減（△6％），「すう勢」は微増（＋7％），「間
伐重視」は増加（＋28％）であった。これらのことから，2020 年の間伐材生産目標 640―960
万 m3 は，「すう勢」，「主伐重視」，「間伐重視」のいずれのシナリオでも達成できる見込みであ
り，直近の生産目標を達成する上では，現状の間伐傾向で問題ないことが示唆された。 
最後に，3つのシナリオによる 2032 年の県別間伐利用材積を示す（図 6）。県別の大小の傾向

は 2020 年と同様で，全国合計値を見ると 2032 年の「主伐重視」は，668 万 m3，「すう勢」は，
793 万 m3，「間伐重視」は，1,134 万 m3となった。2032 年のシナリオ別見通しとしては，2012
年比で，「主伐重視」は減少（△12％），「すう勢」は微増（＋4％），「間伐重視」は増加（＋49％）
であった。2032 年までの，燃料材の需要増に応える観点からは，「間伐重視」の施策に加え，
林地残材の活用が必要と考えられる。モデルで使用した間伐材の推定式から提案できる具体的
な手段としては，伐出作業の担い手確保（伐出系賃金アップ），間伐補助事業の充実による間伐
面積増加，林業機械の活用による間伐材・林地残材の搬出率向上が有効と考えられる。 

 
またシミュレーションには十分に反映できなかったが，各県にてヒアリングや資料収集

を行った結果，間伐利用材積の 2－3 割が燃料材に配分されることが明らかになった。 
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